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A. 購入物品及び構成内訳 

1. 超音波診断装置１式 

(1) 超音波診断装置本体  １式 

(2) 2D高周波セクタ型プローブ １本 

(3) 2D標準セクタ型プローブ １本 

(4) 3Dセクタ型プローブ      １本 

(5) 経食道3Dプローブ   １本 

(6) その他装置附属品   １式 

2. ネットワークシステム   １式 

※上記、１～２の項目において、搬入、組立、据付、配線、院内既存のシステムへの接続、

機器調整及び既存装置の撤去を含む。 

 

B. 設置場所及び納入期限 

1. 設置場所：こども医療センター本館・２階・生理検査室 

2. 納入及び設置期限：令和８年12月28日 

 

C. 基本的要件 

1. 発注者において、業務に滞りなく使用可能であること。 

2. 本物品に係る性能、機能及び技術等（以下「性能等」という。）の要求要件（以下「技術

的要件」という。）は、下記Ｄに示す通りとすること。 

3. 搬入条件 

(1) 搬入は協議のうえ、発注者が指定した日時に行うこと。 

(2) 導入に伴う全ての工程において、患者の安全及びプライバシーに十分に注意し作業

を行うこと。 

(3) 設置・稼働にあたっては、安全面に十分配慮すると共に、病院業務に支障のないよ

うにすること。また、発注者側の負担は発生しないこと。 

(4) 電源は、院内の電源状態において設置対応すること。また、現状設備の規格以外の

場合は、発注者と協議のうえ施行すること。これらに掛かる費用は本導入費用に含

むものとする。 

(5) 搬入に際し必要な養生を行うこと。また、建物及び物品に損害を生じた場合は、受

注者が自己の責任と負担のもとに原状回復を行うこと。 

4. 物品の調整及び稼働準備 

(1) 本物品が有効に稼働するために必要な調整（関係する装置・メーカー等との接続も

含む。）について、受注者の負担により責任をもって行うこと。 

(2) 作業は原則として平日８時30分から17時までに行うこと。ただし、騒音等が生じる

作業は、発注者と協議のうえ、可能な限り平日夕方もしくは土日祝日に行うこと。 

(3) 本物品は納入後においても、既存の他診療機器との電気的、磁気的等により干渉を

起こすことなく安全に動作すること。 
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5. 導入に伴う教育体制・提出資料に関すること。 

(1) 導入前に、受注者の負担にて、導入施設の担当技師への教育訓練を行うこと。その

実施に関する日程調整や回数については、発注者と協議し決定すること。また、発

注者が必要と認めたときは随時追加の取扱い説明、研修を行うこと。 

(2) 本物品の日本語による取扱説明書、技術解説書、トラブル対応マニュアル及び停電

時対応マニュアルを有すること。それぞれ電子データ及び紙媒体で発注者の必要と

する部数提供すること。また、発注者が必要と認めた内容については追加で作成し、

提供すること。 

6. 保証期間 

検収日から１年間は保証期間とし、下記７に示す内容を実施すること。 

7. 保証に係る要件 

(1) 内容 

ア 超音波診断装置本体及びプローブの正常な運転を維持するために必要な整備、部品

交換を実施すること。 

イ 超音波診断装置本体及びプローブの故障等の不具合が発生した場合、夜間及び休日

を含め年間を通じて直ちに連絡が取れること。 

ウ 超音波診断装置本体及びプローブに障害や故障が発生した場合は、発注者からの連

絡により、可及的速やかに必要な修理を行うこと。その際に発生した費用は受注者

負担とする。 

エ 保証期間内にソフトウェア等のアップグレードが発生した場合は受注者の負担に

より実施すること。 

オ アからエに記載した業務を実施したときは、速やかに報告書を提出すること。 

(2) 範囲 

次のいずれかに該当する修理及び部品の供給等は本契約に含まない。 

ア 物品の機器取扱説明書に基づかない使用又はこれによって生じた損傷の修理  

イ 不正改造等に起因する損傷の修理  

ウ 物品の追加又は取替え及び移設に関する作業  

エ オーバーホール  

オ 天災その他双方の責に帰することのできない原因により生じた損傷の修理 

(3) 交換部品の処理 

修理作業等において交換された不良部品は、全て受注者が適正に処理すること。 

(4) その他 

ア 業務の実施にあたっては、事前に発注者と十分に調整すること。  

イ 業務の実施にあたっては、安全確保に十分注意すること。 

ウ 業務終了後に提出される報告書により、発注者の検査を受けること。  

エ 修理・保守に必要な交換部品や消耗品については最低限本物品の耐用年数内にお

ける供給が確保されていること。 
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D. 技術的要件 

1. 超音波診断装置は、以下の要件を満たすこと。 

1-1. 超音波診断装置本体は､ 以下の要件を満たすこと｡ 

1-1-1. 超音波RAWデータ構造のフルデジタルシステムであること。 

1-1-2. 深度全体にわたり送受信ビームプロファイルを集束させることで、専用の送信

フォーカス制御を不要にする技術を有すること。 

1-1-3. 音速の不均一性による超音波波形の歪みを補正し、より鮮明で高コントラスト

な画像を生成できること。 

1-1-4. 1-1-3による収差補正に加え、画像形成における焦点制限によって引き起こさ

れるぼけを補正できること。 

1-1-5. モニタはデュアルセル技術を使用した高精細モニタであること。 

1-1-6. 1ＴＢ以上の内蔵ストレージによる安定したデータ保存ができること。 

1-1-7. 常時プローブを4本以上接続可能であること。 

1-1-8. 呼吸曲線と心電図が同時に表示可能であること。 

1-1-9. 断層モード、Mモード、カラードプラモード、カラーMモード、パルスドプラモ

ード、連続波ドプラモード、組織ドプラモード、組織ドプラMモード、3Dモー

ドで超音波画像が撮像可能であること。 

1-1-10. ゲイン、コントラスト、リジェクト、ベースライン、スウィープ速度はリアル

タイム画像及び保存再生画像で変更調整が可能であること。 

1-1-11. 検査終了後も保存された断層像からＭモード像の構築が可能であること。 

1-1-12. カラードプラ信号の強度に基づく陰影処理を施すことで、2Dカラーフロー画像

に立体的な外観を付加できること。 

1-1-13. セクタ頂点が台形になり、近視野の画像表示範囲を拡大できること。 

1-1-14. 心拍非同期及び4心拍以上の心拍同期で3Dボリュームデータの撮像が可能であ

ること。 

1-1-15. 3Dボリュームデータから任意多断面再構築法（MPR法）を用いて、任意の断面

を再構築可能なこと。 

1-1-16. 3DボリュームデータからＭＰＲ法で得られた任意断面で、距離計測、面積計測、

biplane disk法による容量計測が可能であること。 

1-1-17. 3Dボリュームデータを任意の角度でクロッピング可能で、任意の正面像の表示

が可能であること。 

1-1-18. 3Dボリュームデータ上に任意のポイントマーカーを設置可能なこと。 

1-1-19. 3Dボリュームレンダリング表示上でクロッピング面の距離及び面積の計測が

できること。 

1-1-20. 3Dボリュームレンダリング表示において、任意で動かすことができる仮想光源

を併用した立体的な画像表現が可能であること。 

1-1-21. カラードプラを併用した3Dボリュームレンダリング表示において、仮想光源の

設定とカラーシグナルの透過性調整が行えること。 
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1-1-22. 断層像から左室内腔及び左室壁を自動認識することで、左室径及び左室壁厚、

駆出率の自動計測が可能であること。 

1-1-23. ドプラ法でのスペクトラム波形を自動で認識し、最大速度、圧較差、時間速度

積分値を自動計測が可能であること。 

1-1-24. 心尖3断面の断層像を自動選出し、スペックルトラッキング法により左室駆出

率及び左室ＧＬＳ値が算出可能であること。 

1-1-25. スペックルトラッキング法により、右室ＧＬＳ値及び右室自由壁ＬＳ値を算出

可能なこと。 

1-1-26. スペックルトラッキング法を用いた左房リザーバーストレイン値、及びMOD法

を併用した左房容積の計測が可能であること。 

1-1-27. スペックルトラッキング解析を用いて、各心筋セグメントの任意のポイントで

のストレイン値及びストレインレート値、time to strain値、post-shortening 

indexが計測可能なこと。また、それらをポーラーマップ表示可能なこと。 

1-1-28. 3Dボリュームデータから左室及び左房の容積計測を自動ででき、時間-容量曲

線を同時に重ね合わせて表示可能であること。 

1-1-29. 3Dボリュームデータから右室の容積及び駆出率を算出可能であること。 

1-1-30. 3Dボリュームデータから左房の容積及びempty fraction、リザーバーストレイ

ン値を算出可能であること。 

1-1-31. 上記の計測・解析機能のうち、1-1-29及び1-1-30に関しては、既存の超音波画

像管理端末（ワークステーション）で実行可能な場合は、超音波診断装置本体

への搭載を必須としない。 

 

1-2. 2D高周波セクタ型プローブは、以下の要件を満たすこと 

1-2-1. 周波数帯域2-8MHz相当を含むワイドバンドであること。 

1-2-2. 振動子が単結晶により構成されていること。 

1-2-3. セクタ表示の画角を110度以上まで可変できること。 

 

1-3. 2D標準セクタ型プローブは、以下の要件を満たすこと。 

1-3-1. 周波数帯域1-5MHz相当を含むこと。 

1-3-2. 振動子が単結晶により構成されていること。 

1-3-3. セクタ表示の画角を120度以上まで可変できること。 

 

1-4. 3Dセクタ型プローブは、以下の要件を満たすこと。 

1-4-1. 3次元電子セクタ走査方式であること。 

1-4-2. 周波数帯域1-6MHz相当を含むこと。 

1-4-3. 振動子が単結晶により構成されていること。 

1-4-4. 3Dセクタ表示の前後方向及び左右方向の画角をそれぞれ90度以上まで可変で

きること。 
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1-5. 経食道3Dプローブは、以下の要件を満たすこと。 

1-5-1. 3次元電子セクタ走査方式であること。 

1-5-2. 挿入部幅及び厚みが11mm以下で、10kg未満の小児でも使用可能なこと。 

1-5-3. 周波数帯域3-8MHz相当を含むこと。 

1-5-4. 3Dセクタ表示の前後方向及び左右方向の画角をそれぞれ90度以上まで可変で

きること。 

 

1-6. その他装置附属品は、以下の要件を満たすこと。 

1-6-1. 超音波診断装置に接続可能な体表心電図モニタ用電極コード（1.5m以上）を1

本含むこと。 

1-6-2. 生体情報モニタから超音波診断装置へ心電図信号を入力するための接続ケー

ブル（3m以上）1本を用意すること。 

1-6-3. ネットワーク接続に必要なLANケーブル（3m以上）を1本以上用意すること。 

 

2. ネットワークシステムは、以下の要件を満たすこと。 

2-1. 超音波診断装置本体と既存超音波画像管理端末(GEヘルスケア・ジャパン社製

ViewPal6又はPhilips社製ISCV)はＲＡＷデータ接続によりシステム連携ができ

るようにすること。 

2-2. 超音波診断装置本体はDICOM Modality Worklist Service Class (MWM通信)を行

うことができ、既存のWorklist Serverと通信ができること。 

2-3. 超音波診断装置本体は日本光電Prime Vitaシステム（既存部門システム）との

DICOM接続が可能であること。 

2-4. 超音波診断装置本体はPrime VitaシステムとStructured Report（SR）連携が可

能であること。 

 

E. その他 

(1) 入札機器のうち薬機法に基づく製造承認が必要な医療機器やソフトウェア等に関し

ては、入札時点でその承認を得ている物品であること。 

(2) 廃止、搬入・据付に当たり必要な医療法その他関係法規に基づく手続きや立ち合い、

書類の作成等の支援を遅延なく行うこと。 

(3) 装置標識等、医療監視指摘項目に係る事項を使用開始前に提出、設置を行うこと。 

(4) 本仕様書に明記されていない事項でも、技術上、機能上又は管理上必要なものが発生

した場合は、事前に発注者と協議の上、別途費用を定めて滞りなく具備すること。 

(5) その他不明な点は、発注者と協議の上、実施すること。 

 

以上 


